
2022年 度 (25期)事業報告
2022年 6月 1日 から2023年 5月 31日 まで

 

2022年 度も、なかなか収まらないコロナ禍の中での活動になりました。
制限のある中で、出来る限りの支援を考えながら対応してきました。

ウクライナ問題が発生した以降、避難民の受け入れを引き続き実施してまいりました。予期

せぬ形で、日本に避難してきた子ども・若者をYSCグ ローバルスクールで受け入れ日本語・

教科学習を、早期に支援できたことにより、日本で生活することの不安を低減することがで

き、孤立化の予防が出来たと考えます。また、日本各地においても海外にルーツの有る方向

けの支援に対する意識が高まり、地方自治体からのオンラインを活用した連携要請も多く

なり、政府からの意見聴取の機会も多々ありました。

若者支援に関しても休眠預金の助成金を活用した、「森の仕事体験合宿」を企画、実施しま

した。ひきこもり等に限つての企画ではなく、広く若者に林業と言う仕事を知ってもらう企

画です。以前、高知県において支援を実施していた関係で現地の協力も得て、14泊 15日

の体験合宿を高知県四万十市で実施し、11月 開催は定員の8名、1月 開催は7名 の参加者

を募ることができました。定職の有る方・フリーターの方・世界を旅している方等々多彩な

20代～30代の若者が参加し、林業の基本や伐採した木材でサウナを作るなど様々な共

通の課題を取り組みました。実施後、林業関係の仕事に従事している方、地域おこし協力隊

に応募し、高知県移住し、林業に従事した方、その他就職した方など、それぞれ、合宿を通

しての経験や個々の価値観の共有をすることで、各々次ぎの進路選択に繋がったことは一

定の成果であったと考えますし、YSCが長年実施している宿泊型良いところが発揮できた

と考えます。

コロナ禍でオンラインのニーズが高まりましたが、あらためてリアルな人と繋がりの重要

性を感じております。YSCの支援で大切にしているのは、リアルに知り・感じ・そして楽

しめることです。様々な体験通して素直に自分の欲を出せるようになってもらうことによ

り、それが未来に向かっての活力にもなると考えます。

コロナ禍によりひきこもり支援にも変化出てきています。80-50問 題等含めて、対応し
なくてはいけない層も広がり、困難ケースも増えています。自治体の相談窓日は拡充される

のは良いことで充足されつつあると思いますが、出回の部分になる支援は非常に少ない状

況が続いています。自治体ごとに設置することは予算的にも、人的にも難しいのが現状です。

必要なのは現在有る支援生かし、官民含めた横のネットワークを構築するしかないと考え

ます。民間のスキルの高い支援を、公的な機関が生かせる枠組みも重要です。選択肢の幅が

広がれば支援のミスマッチも減り、多くの方が適切な支援を利用できるようになると考え

ますので、積極的な政策提言も各関係機関に対して実施してまいりました。



法人全般の運営に関しては、行政からの委託等の継続も問題無く完了し、粛々運営できて

います。安定しているなかで、支援のスキルアップ等も図れるよう職員の意識改革に繋が

る研修や法人内の情報共有の仕組みの見直し等も実施しました。

※本年、その他の事業の実施無し



特定非営利活動法人青少年自立援助センター

2022(令和4)年度事業実施報告 (2022年6月 1日～2023年5月 31日 )

21名
不登校ないし31
きこもり等から
の脱却の機会を
与え、又、集団
生活、共同作業
等の社会参加基
礎訓練の場を提
供するための寮
施設兼生活指導
施設の運営
(2)不登校、
引きこもりで
あつた青少年
が、自立を目指
す一環として就
労体験をする機
会を提供する事
業

(長期利用
者)

109,043回田

, ピ

日

支援、作業体験、職場実習、ダンス等のカルチャー、各種イベント等
様々な活動を通して、個々の抱える課題に共に向き合い、それぞれが
目指す方向 (社会的自立)と定書を個別にサポートする。
また、ひきこもり状態にある子どもを持つご家族からの相談をお受
けし、状況に応した対応や情報の提供を行う。

に、ひきこもり状態に をしながら、生活改善

ヽ
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<成果>
新規入寮は4名 (内、家庭訪間を経て入寮した者は3名 )、 卒寮は
8名。

<課題>
入寮の目的として、ます生活改善や対人面の課題克服といつた課題
と向き合うところからスタートし、就学や就労といつた社会参加に向
けてサポートしているが、今年度卒寮した者の中で、環境を変えるた
め、環境に馴染めない、ことを理由に退所した者がいた。
彼自身が寮生活の中で具体的な成果や可能性を見い出し切れなかつ
たことについて、何か原因であつたのか、我々はもつと違つた関わり
方や提案ができなかつたのかを振り返り、今いる寮生らの支援に役立
てたい。
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ち、週20時間以上の就職に向けた取組みへの意欲が認められる者が対
象。
6か月間の合宿生活を通して、職場実習 (OJT訓 練)、 資格取得
支援等を実施することで、自信の回復、就職に必要な基礎的能力の獲
得等を図り、就職に結びつけることが目的。

ヽし の

事業】
若年無業者等
集中訓練等
プログラム
(6か月)

含まれる。不登校ないし31
きこもり等から
の脱却の機会を
与え、又、集団
生活、共同作業
等の社会参加基
礎訓練の場を提
供するための寮
施設兼生活指導

(2)不登校、
引きこもりで
あった青少年
が、自立を目指
す一環として就
労体験をする機
会を提供する事
業
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。参加者12名 (内、女性 3名 )※生活保護受給者は4名
。内訳は10代 :2名、20代 :5名、30代 :4名、40代 :1名
。平均年齢は276歳

プログラム修了時の状況 (内、3名はプログラム継続中につき除外)
。就職 :7名 (正社員2名含む)
。途中退所 :2名
出身地は都内5名、都外7名

<課題>
参加者は前年度より11名減。問合せや見学に繋がるケースも少なく
なく、当該プログラムの有用性や必要性について、関係者・保護者其
関心が高かつたが、利用に繋がらなかったケースも。本人への後押し
や対象者の絞り込みについて、 を高めつつ、プログラム
の魅力についても改めて考えていきたい。
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ハウスクリー
ニング部門
ビツーアシス
ト

当法人の障害者作業所の利用者を中心に、市内の老人ホーム、老人
介護施設の定期清掃を行っている。
通常作業よリワンランク上の作業と位置付け、より実社会に近く、
利用者のモチベーションとなっている。
課題としては本格的な清掃業務、訓練のため高度な作業力、指導カ
が不可欠であり更なる職員のスキルアップが必要である。
ハウスクリーニング基礎技術取得講座及び障害者委託訓練ともに定
員割れの状態なので他部署と連携し受講者の獲得をはかりたい。

膿奮ヨ 1名 本部寮生5名
合宿型訓練生15
名
ジョプスペース
遊利用者10名
知的・精神障碍
者10名

(3)上記
(2)の事業と
して、演物用野
菜の加工事業、
演物、海産物等
の物品販売及び
乳製品等の製造
販売事業、衣
類・ 家具等のリ
サイクル商品の
販売及び受託販
売、リサイクル
資源の再商品化
業務及びその受
託業務、清掃及
びハウスクリー
ニング事業及び
その請負事業、
その他 上6E事
業に関連する諸
事業の運営

本来事業に
含まれる。
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は、ひきこもり、ニート状態にあつた者年者及
対象に就労支援を目的とし、ハウスクリーニング事業を実施してい
る。
業務内容はハウスクリーニングにとどまらず市内地域会館や老人介
護施設の定期清掃の他、一般住宅や賃貸住宅のリフォームも行つてい
る。
他には、ハウスクリーニング事業で培つたノウハウを活かし八王子
市、荒川区若年無業者就労促進事業ハウスクリーニング基礎技術取得
講座を実施している。
今年度から新たに公益財団法人東京しごと財国の委託を受
向けのビルクリーニング・ビル管理を中心とした通所型訓練を開始し

閣し

l_■
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足立区
80名

相談・家庭
訪間に含ま
れる。
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(4)青少年と
その保護者に対
する相談事業

【本来事業】
相談 。家庭訪
間

:● 1■や・

新規保護者相談 :8件 新規家庭訪問 :7件
特に当事者自らが相談に赴くことができず、家族ともコミュニケー
ションが取れずに孤立を深めているケースに対する訪問支援を重視し
て実施した。

社会参加への一歩を踏み出せないことで、問題を抱えた本人、また
は、ひきこもりを持つ家族で問題を抱えている方への支援を実施して
いる。
活動内容としては、相談支援、支援機関への誘導支援、後追い支
援、出張相談会の実施を行つている。

(4)胃少年と
その保護者に対
する相談事業

6名

保護者相談 :

ひきこもり状態の若者の家族等からの相談を受け、置かれた状況に
応じた家族としての関わり方や社会資源の活用方法等を助言する。

家庭訪間 :

家族間のみでの対応が困難な状況など第三者の関わりが必要なケー

スにおいて、家族等の依頼により自宅等に訪間する。
当事者ご本人に進路に関する情報提供や家族関係や環境整備等の課
題についての助言を直接的、または間接的に行い、必要に応じて適切
な社会資源に繋ぐ。

主ヨ銅 5名 全国のひきこも
りの課題を抱え
る家族 。当事者

98,274

●
●
，

一ヨ

ネットあだち
事業

―フ ア イ

的な来所を促して個別相談を実施した。それにより、利用者の生活改
善や社会参加への意欲が醸成されて社会参加に結びついた。
ひきこもりは社会全体で支えてい<必要があることへの理解を得ら
れるよう活動してい<。
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その保護者に対
する相談事業

この事業は15歳から概ね44歳までの若年無業者に対して、就労に
関する個別相談及びセミナーを実施することにより、若年者の就労を
支援し、安定的な雇用の促進を図ることを目的として実施している。
主な支援内容としては、キャリアコンサルタント・臨床心理士 。社
労士による専門相談、セミナー実施による活動の基盤作り、GATBや
キャリアインサイトなどの適性 ・適職診断、パソコン検定に向け
ての指導、ハローワークや関係機関との連携、定着支援等、各人が置
かれた状況に応じて職業自立に向けたサポートを行つている。

通年 110名
含まれる。

(あらかわわ
かもの就労サ
ポートデス
ク)

は前年度に比べ増加した。
全体的に20歳代の利用者層が例年に比べ上がった為、支援内容 。セミ
す―を見直し、年代に合つた支援を行つた。
また昨年同様、社労士相談には引き続き雇用契約、保険、税金など
専門的な相談を、心理士相談にはメンタル面でのケアを、キャリアカ
ウンセラーには実践的なカウンセリングを重点的に行つた。
課題としては、プランクがある方・ 就労困難者 。就労意欲欠如の方
に対して意欲喚起、方向性の検討、心情把握など、個々の置かれてる
背景を考慮し、寄り添った支援を心掛けることと、スタッフのスキル
アップ、周知活動に注力し新規登録者数、就労決定率を上げていきた
い。

ンフ イン C_

5



特定非営利活動法人青少年自立援助センター

含まれる。

含まれる。

(4)青少年と
その保護者に対
する相談事業

青梅市ひきこ
もり等支援事
業

3名 ひ き

こもりの課題を
抱える家族、当
事者、支援者

■
●
・

・
　
・

(4)青少年と
その保護者に対
する相談事業

【多摩市委託
事業】
多摩市j児童
青少年課委託
事業

本 多摩市民向けのひきこもり
本年もコロナウイルス感染拡大の影響で、 2回実施予定であつた市
民自け講演会を 1回開催した。

週田

「］̈
一

ひきこもりに関する :青梅市内のひきこもりの課題を抱える
家族、当事者、支援者に自けた講演会

ひきこもりの状態にある本人や家族のための相談会 :ひきこもり状
態の若者の家族等からの相談を受け、置かれた状況に応した家族とし
ての関わり方や社会資源の活用方法等を助言する。

ひきこもりの状態にある本人や家族のための相談会 :2022年 8
1日間、11月に1日間、2023年 1月に2回、計4日間実施
青梅市ひきこもり請演会の実施、34名参加

:~
:L_

d

日

鬱」回

コロナウイルスの感染拡大に伴い、実施に際しては、担当課と綿密
に打ち合わせて、感染予防対策 (人数制限・ 完全予約制 。講演時間の
短縮等)を徹底しトラブルなく実施することができた。
今回は、公益社団法人 少年健康センターの を登壇して
いだき講演していただいた。
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目

。家族等から相談に応じるとともに、相談内容
に応して適切な相談機関、支援機関の紹介等を行う。
主に電話相談、メール相談、訪間相談、ビアオンライン相談ならび
に年6回の巡回相談、家族セミナー・個別相談、平日個別相談を実施
し、ひきこもり状態の早期発見につなけ、状況に応じて継続的な支援
を行つてい<。
【相談活動】
当事者 。家族等からの相談に対し、東京都の「提言」に基づき一人
ひとりの状態 。状況に応したきめ細やかな支援を行う。
また、具体的課題解決へのアプローチ、つながり続けること目指す
アプローチの両輪を組み合わせた視点を持ち、当事者 。家族等のニー
ズに合わせた適切な相談機関、支援機関の紹介、当該機関との有機的
な連携をし、切れ日のない支援にあたることを目的としている。
【多職種専門チームと区市町村ネットワーク構築支援事業】
相談業務及び区市町村支援業務における困難ケースや専門的な知見
に基づいた助言を要するケースについて、意見や助言を得ることが可
能となる制度を構築 (医療、心理、福祉、法律)する。
また、都が指定する区市町村において、自治体におけるひきこもり
支援に係るネットワークを構築するため、自治体職員等との情報交換
会、事例検討、勉強会を実施する。

は、C_4 し

その保護者に対 もリサポート
する相談事業 ネット

数】
1,080人

含まれる。
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【相談活動】
電話相談において、20～30代からの相談が増加。継続支援がうたわ
れる中、電話相談、メール相談のみでの継続は現実的ではない。段階
を設けた伴走型の対面 (来所)相談の必要性を感じている。今年度よ
り、ピアサポーターによるオンライン相談を実施。

【多職種専門チームと区市町村ネットワーク構築支援事業】
令和3年度より、ネットワーク構築支援事業開始。9自治体と実施し
たが、各区市町村によって、ひきこもり支援施策の進捗は異なる。3!
き続き、各区市町村のニーズを把握し、困難事例を元になるように、
多臓種専門チームでのケースカンフアレンスをおこない、自治体に
フィードバックをおこない、庁内連携のキッカケになるように働きか
けていく。
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(4)青少年と
その保護者に対
する相談事業

フリースペー
スわかば

11::

■ ヨ

つてし
はひきこもり防止を目的として実施している。

①学習 :学校や家庭以外の場を提供し、中学生までの勉強範囲で学
校の補習から高校進学支援までの学習のお手伝いをするとともに、そ
れぞれの目的に応した学習を行う。
②居場所 :コミュニケーションや対人関係に自信のない方に対し
て、社会性を贅う居場所の提供。ご本人のペースで社会参加・体験活
動を実施し、人との関わりを醸成していく。

わかば利用者延べ数は 11件。

C_ し 通年 1名 自主予
範囲無
0名

為、
1~
,し

含まれる。

:.`十■: .́ ´ 1

生活保護世帯の利用者は見学、体験枠として利用中。法人内の連携
として集中訓練プログラムやサポステ等にリフアーする前の見立て期
間で継続していきたい。また、法人独自の居場所支援の在り方を実験
的に行う場としても運営していきたいと考えている。
課題は独自性の打ち出し方、外部への周知活動。当該周辺エリアの
地域性・利用者の特性を踏まえて運営していきたい。
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社会的自立に関
す
業

ポートステー
ション

各種相談事業 (スタッフによる個別面談、キャリアコンサルタントに
よるキャリアカウンセリングなど)、 就職活動に役立つ各種セミ
ナー、さらには、職業経験の少ない若者に働く現場を体験して責うた
め、職場体験プログラムを用意し利用者に提供している。

新型コロナウイルスの影響もひとます落ち替きを見せ、対面での面
談・セミナーなどへの参加者も増加。スタッフ間でもあだちサポステ
としての目標を共有し動いた年度となつた。新規登録者数は伸びな
かつた反面、相談件数並びに就贈者等数は伸びる結果となつた。
【ジョフ トレ・ 職場体験】
昨年度よりも少しずつ世の中が動き始めた印象。それに伴いサポス
テの活動も広がりを見せつつある。

の

ミ

て 、

相談件数
:約2,3CЮ件

約90名

・　
■
■
一

¨

163,248

_:・  ・  :
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(5)青少年の
社会的自立に関
する情報提供事
業

いたばし若者
サポートス
テーション

情報提供事
業に含まれ
る。

膿彗ヨ 4名 登録者 :84名

日

ず:

この事業は、関係機関と 下、 15歳から49歳で、仕 に就い
ておらず、家事も通学もしていない者のうち、週20時間以上の就職に
向けた取組みへの意欲が認められ、ハローワークに於いても就職を目
標にし得ると判断した者及びその家族を対象に、各人が置かれた状況
に応じて個別に支援を行うことや、課題の所在を正確に把握し、支援
対象者との信頼関係が築かれた専門スタッフによる臓業的自立の実現
に向けた継続的なサポートを行うこと。

総利用件数 :2,469件
<実施成果>
。広報活動の見直しを行い、インターネット上での周知方法や板橋区
との協力を得た広報活動に注力した。
・打合せを定期的に実施しプログラムの充実を図った。
結果、登録者数と総利用件数の増加に繋がった。

<課題>
。増加傾向にある氷河期世代の利用者を支援するためのアプローチ方
法を充実させること。
・就職者数を増やすため、利用者のニーズと企業の求人状況を加味し
た職場体験プログラムの充実を図ること。

11
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業に含まれ
る。

(5)青少年の
社会的自立に関
する情報提供事
業

曝1:ヨ 8名

新型コロナウィルス懸染症による行動制限が徐々に解除されたこと
で利用中断を余儀なくされていた利用者の来所も徐々に回復し前年度
よりもセミナー件数が大幅に増加した。
その反面、新規登録者数は減少しているため、サポステ再開につい
ての周知不足が課題。
総利用件数 :6,734件 (内、相談件数 :1,389件 )

円

ポートステー
ション

15～49歳の若 支援を目的として福生市と八王子市
(サテライト)に相談窓口を設置している。

(個別面談、キャリアカウンセリングなど)、 就職活
動に役立つ各種セミナー (ジョプトレ。ボランティア活動、コミュニ

ケーションセミナー、PCセミナー、職業適性検査、職場定着支援セミ
ナーなど)、 様々な業種の企業での職場体験プログラムを用意し利用
者に提供。
また、宿泊型の若年無業者等集中訓練プログラムを6ヶ月間4回実
施。

登録者
:210名
(令和4年度)

築圏

12
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社会的自立に関
する情報提供事
業

5

■

■
一

八王子若者サポートステーションの登
体験などの実体験が不足しているために、就労の意思はあるものの、
なかなか就労に結びつかない若者が多い状況にある。
そのため、一般就労への準備として、適切な支援及び指導のもと、
就労の経験を積むことができる職場体験 。職場実習及び中間的就労に
向けた相談支援 。セミナーなどを行い、若者が社会的に自立し、継続
的に就労していけるよう支援する。

には、社会的体験や就労八王子市若年
無業者就労促
進事業

回田

業に含まれ
る。

個別相談、就労支援セミナー、職場体験、職場実習、8宿型実践話
座等の就労支援のほか、保護者相談、学校連携、就職決定者への職場
定着支援等を実施した。

(5)青少年の
社会的自立に関
す
■L
ヨヽ

通年 4名 情報提供事
業に含まれ
る。

4名 1.社会的日立
及び就労に自け
た支援として、
就労訓練を受け
ることが適当で
あると判断され
た者

2.当支援を受
けることが適当
であると判断さ
れた者

支援対象者
2CO名程度

:

は若者向けのワンストッフ相談機能を有す
ンターである。支援の必要な若者に寄り添う伴走的な支援を実施する
中で、若者の悩み事を受け止め、問題の早期発見及び複数の支援機関
による多角的な支援を行うとともに、義務教育以降の若者に対する切
れ日ない支援を実施するものである。

談セ

センター開
設・ 運営業務

3の居場所の提供を実施した。
また、未だリーチできていない層を想定してWeb広告による周知活
動を実施した。
また、複合的な課題を抱える若者に対応すべ<地域支援者による専
門相談を実施した。

八王子市内在
住 。在勤 。在学
中の15歳～39
歳までの者及び
その家族等

相談者数 :

140名程度

13
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齢者、心身障害者
等に対する移送・
家事 。給食。清掃
及び生活改善支
援・就労訓練等の
福祉サービス事業
(8)上記 (7)
の事業として、グ
ループホーム運営
事業、地域生活支
援センター運営事
業、ガイド及び
ホームヘルプサー
ビス提供事業、自
立支援センター運
営事業等の地域福

目

′ 通年 22名

ヨ

グルーフホーム (滞在型)での生活を望
における援助等を行うことにより、障害者の自立生活を助長すること
を目的として実施している。
今年度の新入居者 1名、退去者3名。
利用者に対する食事の提供、健康管理・ 金銭管理の援助、対人関
係 。余暇活動の助言等、日常生活に必要な援助を行った。

者に対し、日常生活
男性30名
女性5名

親族によ しいケースが2件あり、何れも成年
後見制度の利用につながつた。
入居から2～3年以内で退居せさるを得ない利用者が複数名出て、当
グループホームとの相性を見定める難しさが課題となった。
今後、相談機関や就労先、自治体などとの連携が一層重要になる
ケースが増えていくと思われる。

14
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合支援法に基づ
<障害者に対す
る就労支援・生
活支援 。相談支
援等の事業
(12)リサイ
クル資源の回
収 。再利用促進
事業

こ
一

一壼

:

〓

¨

ジョプスペー
ス滸

2023年5月24日 に就労者1名が退所となり、現在の登録者は1名の
みとなる。引き続き、利用者の確保に注力をするが、利用者の獲得は
難しい。
今後、周辺のニーズをみて制度上の確認を行い、サービスの切り替
えが必要となる。
・就労継続支援B型
2023年4月に羽村特別支援学校から1名が利用を開始した。6月か
らは国立リハビリテーションセンターから1名の入所が決まつており、
引き続き、関係機関との連携を保ち続ける事が必要。
今後の就労継続支援B型のあり方は、行政から課せらている通り、エ
賃アップが重要となる。2023年4月から1時間あたりの工賃を1 9KD円
に31き上げた。引き続き、作業収入を上げる事に力を入れていきた
い 。

・全体
2023年4月から福祉専門員配置加算、送迎加算、就労移行支援体制
加算を新たに取得した。制度変更時には事業所に合った加算の見直
し、点検が必要となる。

目

的とし、毎日の積み重ねによつてより良い習慣形成や社会生活能力の

向上、社会適応育成し、自立した生活を念頭においた支援を実施して
いる。
具体的には体調管理、整容などの身辺習慣の習得、交通機関の利
用、時間の認識、食事のマナーなど生活習慣の習得、挨拶、言葉遣
い、連絡など基礎的なコミュニケーション能力の習得を目指してい

力や責任感を高めるとともに、作業従事
を通して働くことの意義や自信を習得することを目標とする。
また、作業技能を会得し就労につなける。作業を通して得た収益
は、利用者に工賃として還元する。

をに対して社会生活に必要な基し

る。
また、作業を通して、

登録者 :2名
のべ利用者数
571名

就労継続支援B
型
登録者 :47名
のべ利用者数
7818名

■
.ヽ
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合支援法に基づ
く障害者に対す
る就労支援・生
活支援 。相談支
援等の事業

9

他機関からの支援依頼件数や登録希望者数が依然として増加傾向に
あるが、求職者であってもすぐに就職活動ができる層は少な<、 ます
は金銭問題の解決や環境調整などをして、生活基盤を整える必要があ
るケースが多くなつている。
利用者の抱える生活課題の複雑化・ 多様化によつて、より多<の関
係機関との連携が必要となつている。3:き続き地域において支援ネッ
トワークの拡充を図り、それぞれの役割や専門性に応したチーム支援
によるケースマネージメントを展開していきたいと考えている。

七:雀ヨ 6名 登録者数 :4εЮ
名

障害者支援
等の事業に
含まれる。

，

■

C

日

生活支援セン
ターけるん

ントを実施して、それぞれの適性・能力・希望に合致した就労と、安
定的な職場定着ができるように、就業と生活の両面から一体的な支援
を行つている。
地域における医療機関・企業・学校・ハローワークなどの関係機関
と随時情報共有や連携を行いながら、地域に根ざした支援ネットワー
クの構築と効果的な支援体制の確立を目指している。

E墓ヨ差I劃 からの委託事業として、 を対象にアセスメ

■

一
■r..ⅢⅢ■ ,■■.
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合支援法に基づ
く障害者に対す
る就労支援 。生
活支援・相談支
援等の事業

,-.| ,: d
一

一

．

Eヨ からの委託により、東京しこと財団
なつて運営されている事業である。障害者雇用率が未達成の中小企業
を対象に障害者雇用の制度や好事例、採用から雇用管理までの具体的
なノウハウ等について啓発を行い、企業からの相談を受けている。
従業員が45.5人以上3CO人未満である都内の中小企業αX)社が対象
となつており、電話やオンライン、職場訪間によつてアプローチを
行つている。

とニコ:随壁iヨ暉∃

囲目業

2名 支援実績 :192
件 等の事業に

含まれる。

―

一■

・

●
■
■

●
・
■

■

●
●

■
■

率の引き上げが行われ、週 10時間以上の特
定短時間であっても雇用率に算定できるようになるなど、法改正によ
る様々な影響が予想されるため、新たな企業ニーズの掘り起こしと、
その対応ができるように、アプローチを工夫しながら取り組んでい<
必要があると慮している。

令和6年より

17



特定非営利活動法人青少年自立援助センター

合支援法に基づ
く障害者に対す
る就労支援 。生
活支援 。相談支
援等の事業

東京都福祉保健局から委託を受け、下記事業を行つている。
・ 精神障害者の就労定着支援に関する連絡会を年2回開催し、講演やグ
ループワーク等を実施することで、地域における支援力の自上と他職
種連携を促進する。
。年に4回、外部の有識者を事務局会議に招集し連絡会についての企
画・ 立案をするとともに、多職種連携を促進するための「連携促進
ツール」を作成するための協議を行う。
・医療連携コーディネーターを配置し、圏域内の精神科医療機関との
連携体制を構築するとともに、デイケア職員および利用者向けの就労
支援に関する交流プログラムを実施するなど、地域における医療機関
と就労支援機関との連携を促進する。

1名 200名ほど

常中一一

¨
■

′1

労定着支援事
業

頼を受けることが複数回あり、当該医療機関のソーシャルワーカーと
連携しながら支援を行った。
次年度以降も引き続き地域の実情やニーズに合わせて連絡会や交流
プログラムを企画し、医療連携の促進と支援ネットワークのさらなる
拡充に努めていきたい。

等の事業に
含まれる。

18
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■ ■
■

一
用

【YSCグローバル・ スクール】
海外にルーツを持つ子ども 。若者を対象とした専門家による日本語教
育・教科学習支援の実施。
【N:COIにほんご×こともプロジェクト】
日本語教育機会へのアクセスがない地域に暮らす子どもを対象とし、
オンライン会議システムを活用してYSCグローパル 。スクールの授業
を双方向・ハイプリット型で受講可能な遠隔教育支援を実施。
【就労定着支援】
海外にルーツを持つ若者、定住外国人等「社会的所属を持たない者」
を対象として、日本語教育機会と就労支援機会の提供、伴走支援を実
施。
【公益活動における海外ルーツ青少年受け入れ体制推進事業 (多文化
対応推進支援】
主に日本人青少年を対象に活動を行つてきた公益活動団体等を対象
に、海外ルーツの青少年"も"その対象として支援を行うことができ
るよう、必要な研修機会や伴走支援を提供することを通して、共生社
会の基盤構築に寄与する事業。

■1..・
==

11 フ ア
リーサポートセ
ンター事業等、
男女共同参画社
会促進事業

囲冒ヨ業副 ●子どもの教育
支援 :304名
●若者・ 生活者
支援 :1(Ю I名
●多文化対応推
進支援 :34団体

19
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け、日本へ新規来日、再来日する海外ルーツ青少年や成人が急増。全
国的に自治体や支援団体の受け入れ体制が追い付かず、YSCグローバ
ル・ スクールを最後の砦として頼つてくるケースが増加した。これに
伴い、YSCグローパル・ スクールの受入れキャパシティを緊急的に拡
大し、最終的に例年の1.5倍以上となる3CЮ余名の海外ルーツの子ど
も 。若者へ支援を提供した。また、緊急支援の一環としてウクライナ
避難民の子どもが無償で日本語を学べる機会を提供。19名のウクライ
ナ避難民に加え、アフガニスタンやミャンマーなど難民性の高い子ど
もたちへの支援機会提供も実施。例年以上に多様な子どもたちが学ぶ
場となつた。
また、2016年度より取り組んできたzЮmを活用したオンライン支
援の実績が評価され、2020年度より連携してきた二重県に続き、愛知
県名古屋市教育委員会からの委託事業を受託。当該市内の小学校に在
籍する日本語を母語としない子どもたちを対象に、特別カリキュラム
を作成し支援機会を提供した。他の自治体から同様の事業についての
問い合わせも増加し、今後一定規模での拡大が見込まれる。
海外ルーツの若者 。生活者を対象とした事業においては、今年度は
対象範囲を「社会的所属を持たないもの」へと定め、日本社会におい
て最も支援につながりづらい層へのアプローチを試みた。結果、受益
者の8割が女性となり、女性問題とオーバーラップする新たな領域にお
ける課題感を見出すことができた。
また、本年度で最終年度となつた休眠預金助成事業「公益活動にお

援)」 では、最終的に16分野、34団体を
れのためのノウハウや研修機会を提供することができた。本事業へ参
画した団体の中には、海外ルーツ青少年を対象とした独自の事業を創
出したケースもあり、支援機会のすそ野の拡大に貢献した。
全体的な課題感としては、海外ルーツ青少年支援に対する社会的な
関心が高まり、自治体による取り組みも増加し始める中で、全国的に
支援の担い手の高齢化や不足が顕著になり始めてきたという点であ

成と同時に、多文化対応推進支援を継続することで、

ける海外ルーツ青少年受け入れ体制

ることに てい< があ

(多文化対応推進支
レーツ青少年受入

コ ロ

る。
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一
　

．
一
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●

■

１

‐一

・
‐

一出
こ

乏しいものに対し、就労意欲の醸成と社会適合 。社会参加を助長し、
就労又は就学により、受給者及び世帯の自立助長を促進し、円滑な社
会生活の確立を目的とする。

(1)発注者から依頼する支援対象者について、家庭訪間によるア
セスメント、動機付け、適性診断等を実施し、その後、包括的就労支
援事業、あだち若者サポートステーション、公共職業安定所などへの
同行を通して、最終的には就職へ結ぶつける。
(2)将来の確実な就労のため、支援対象者が高等学校、臓業訓練
校への進学を希望し、これが支援対象者の自立支援に効果があると発
注者が認めた場合は、進学に向けた支援を行う。
(3)不就労等の背景に精神疾患等があると思われる者について
は、定期通院をはじめとした日常生活自立、社会参加自立に向けた支
援を行う。

15歳から39歳で、特に就労阻 いと思われるか

■

フ ア ミ ア

リーサポートセ
ンター事業等、
男女共同参画社
会促進事業

る日常 。社会
生活支援事業

足立区の被保護
者15歳～39歳
約60名程度

サポートセ
ンター事業
に含まれ
る。

′)●
こ ,



特定非営利活動法人青少年自立援助センター

(1)新規件数の安定
昨年度44名から今年度は43名。
(2)訪問件数の増加
昨年度985件から今年度は1,208件。
(3)利用者、ケースワーカーとの情報共有件数の増加。
昨年度1,207件から今年度は1,299件。
(4)支援対象者数の増加
昨年度85件から今年度は111件
(5)支援終了者数の増加
先年度17件から今年度は36件

・支援方法の選択肢、入□を広く持つことにより、ひきこもり状態に
ある対象者ほとんどの外出支援に成功。
・昨年度から継続訪問していた対象者との関係性を深め、就労の必要
性を気付かせた。結果、就労し始める対象者が増加した。
。以前から青少年自立援助センターを知ってくれているケースワー

カーからの依頼が多く、認知が広がった。
・他機関との連携の強化に務めた。その結果、対象者の日中活動先を
増やすことができ社会と開わる時間を増やすことができた。

【課題】
。支援者が何度も入れ替わつているケースは長期化していることが多
く、動かしに<さを痛感。
・就労経験者を支援していく中で、再度就労したいと思わせる動機付
けの難しさ。サポートステーションヘの定着の難しさ。

22



特定非営利活動法人青少年自立援助センター

●新規登録者人数と内訳
新規登録者数 :42人名 (内訳 :小 1:1名、小2:2名、小5:2名、
小6:5名、中1:6名、中2:14名、中3:10名、高3:2名 )
※R3年度から利用継続79人を含め、121人を支援

●学年別登録者121人の内訳 学習登録108名、居場所登録13名
※うち、ひとり親世帯は97名
※生活保護世帯と困窮世帯の比率 (人)は46:75

●進路決定状況
。中学3年生22名 :全員合格
・高校3年生5名 (進学2名、就職3名 )

<課題>
。学習ボランティアの確保と活用
ボランティアの登録人数は前年度と比較して37名減の31名。
登録人数は大幅に減少した。だが、昨年度に比べ学生ボランティアの
実働回数が増え、社会人ボランティアは安定的に活動して頂けた。今
後もポランティアの定着が課題である。

サポートセ
ンター事業
に含まれ
る。

フアミ

`・

′,1 ・ ●
‥
■
●

１

〓
●

|:・
11・ _(

日

子どもの学
習・生活支援
事業
まなぶ―す

①板橋区役所
前教室
(27.6～ )

②西台教室
(29.5～ )

この事業は、生活困窮、生活保護及びひとり ども及びそ
の保護者に対して、学習 。生活支援事業を実施し、世帯への相談支援
や子どもへの学習支援、居場所支援等を行うことで、高校進学及び卒
業を支援し、就職や進学等の将来展望の明確化及び進路選択の幅の拡
大を図ることで、貧困の連鎖を防止・解消することを目的とする。

(11)フ アミ
リーサポートセ
ンター事業等、
男女共同参画社
会促進事業

20名
(内、ア
ルノヽイト
は16名 )

121名
(板橋区役所前
教室 :52人、西
台教室 :69人)
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

リーサポートセ
ンター事業等、
男女共同参画社
会促進事業

ア

■
●

ト

ヨ

:: 〓

“

子どもの健全
育成学習支援
(基礎)業務
(八王子市)

この事業は八王子市からの委 あり、「不登校経験がある子
ども、あるいは家庭環境に何らかの課題があり、家に居場所がない子
ども等に対して安心 。安全な居場所を提供し、生活習慣等に係る支援
と併せて教科学習にとらわれない広義の学習支援を実施する。
また、この事業を通して一人一人の自立を促進し、貧困の連鎖を防
止することを目的とする (仕様書より)」 。「たべ塾」という愛称
で、食育にも力を入れ、水・木・土の週3回、運営している。

通年 4名
(2023
年4月か
ら5名 )

八王子市内に在
住する生活保護
受給世帯および
児童扶養手当受
給世帯の小学4
年生から中学3
年生 (2023年4
月から居場所支
援のみ高校 1年
生まで対象拡
大)

常時上限20名
(仕様書上)

フアミリー
サポートセ
ンター事業
に含まれ
る。

である基礎から学′Sヽ学習支援教室 (2019年度)の対象
は登校している子も多くおり、その子たちが2021年度で卒業した関係
で、2022年度からは、ほぼ不登校の子が対象となつた。そのため、欠
席が多かつた。少ない通所回数の中で中学3年生には進学のサポートを
実施したが、欠席の多い子をいかに当事業につなけるか課題である。
また近年、生活保護世帯が主になってきており、児童扶豊手当の受
給世帯がつながらなくなつてきているため、両世帯ともパランスよく
支援につなけてい<ことも課題である。

た

24



特定非営利活動法人青少年自立援助センター

3名 延べ500名

毎年7月に福生市による約600世帯への広報を行つてる。3年前のコ
ロナ禍のまん延状況あたりから利用希望者が減少していたため、今年
度は、少人数でお教室開催となったが、中学3年生3名が希望する高校
へ進学したことは、一定の役割を果たせたのではないかと考えてい
る。
<課題>
福生市も不登校児童生徒が少ない地域ではな<、 生活困窮者・生保
世帯と対象は限定しているものの、役に立てる範囲で利用者増を考え
たい。特に市の子ども家庭支援センターや相談室へのアプローチをは
じめ、フードバントリー利用者への情宣などにも力を入れてゆきた
い。また、市の委託事業ではあるが、仕様に縛られることなく、定員
以上の受入や、子ども食堂とは銘打たないまでも、YSCで提供してい
る昼食 (小学生25KD円 。中学生3CЮ円)も開放してゆきたい。

フアミリー
サポートセ
ンター事業
に含まれ
る。

「
コ

I

習支援、および居場所提供事業として実施。中学三年生については高
校進学を目指し、受験勉強の指導を行い、目的達成を目指す。
また、学校生活が苦手な生徒には、安心できる居場所を提供するこ
とで、社会性が身につくようなカリキュラムを実施している。

し(11)フ アミ
リーサポートセ
ンター事業等、
男女共同参画社
会促進事業

福生市
子どもの学習
支援事業
ふつさまな
ぶ―す
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

含まれる。

(13)特定非
営利活動を行う
団体に対する情
報提供・ 助言等
の支援事業

【内

事業】
内閣府政策統
括官 (共生社
会政策担当)

内閣府主催のアウトリーチ (訪間支援)研修に於ける実地研修とし
て研修生の受け入れをしている。
本年度は10月 17日～25日の期間で 3名の研修生を受け入れた。

5名 研修生定員 3名
業に含まれ
る

研修内容として、特にひきこもリヘ ら始まり、
ンテークやアウトリーチのロールプレイを体験してもらった上で、
間先の家族の同意を得て実際の支援現場への同行研修を行つた。

イ

訪

lr

(14)上記
(5)(13)の

ル‐1 .
し し′

て出版事業

【本来事業】
書籍販売

「わが子のひきこもり待つだけていいのでしょう
か?」 は、セミナー。講演会での反響で効果を上げている。
今年度の販売数は27冊。

ひきこもりを持
つ保護者。
関係機関向け。

今年度は、 「ひきこもリマニュアル」を狂 す
るとのことで、実践報告を表したYSCの書籍の重要度が増している。
この流れをふまえての販売を促進してゆく。

ヨ
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

実施
口時

:

従業
'

者数

｀
支出額 ■

1(手円)11
(15)上記
(2)(5)の
事業の一環とし
て無料職業紹介
事業

無料職業紹介
所

~雨
藻:冒覇副罰こ憂つき、就職を希望する求臓者と労働者を求める企業
との仲介を行つて、双方の要求を満たすような就職の実現を目的とす
る無料職業紹介サービスを提供。

通年 3名 求人者 (企
業)、 求職者

本来事業に
含まれる。

.・       実施成果と課題   ‐ ・  ・
‐

七:轟1瀧曇流
.請1諭1秦:義鋳鰊1論鵜:離

ニ
ケースに於いて活用した。
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2022(R4)年 度 (第25期) 活動計算書
2022年 6月 1日から2023年 5月31日まで

特定墾姜担鮨駆蟻&生置」塵整Li」迎]左121∠」望三

1会費・入会金・ 寄付収入
会費入会金
年会費
寄付金収入

2事業収益
①②③
“
2)(13)(14)生活指導施設運営事業

(4)     相談事業
(5)     社会的事業に関する情報提供事業
(7)(8)  グループホーム運営事業・障害者地域支援センター●彙
(9)     障害者に対する就労支援事業
(11)    フアミリーサポートセンター事業

経常収益計

Ⅱ経常費用
1事業費

(1)人件費
給与手当
賞与
法定福利費
福利厚生費

人件費計

(2) その他経費
運送費
広告宣伝費
交際費
旅費交通費
□1目□

鰹囲
諸会費
寄付金
支払手数料
支払保険料

日間倒
租税公課
教育生活指導費
田園日
行事費
業務委託料
雑費
外注費

その他経費計
事業費計

2管理費
(1)人件費
給料手当

旅費交通費
通信費
消耗品費

14,000
337,CЮ0
1,824,039

58,934,387
129,642,537
166,191,116
129241,869
67,231,357
89,060,035

347,184,956
17,918,100
42,970,310
793,337
408,866,703

費品
費
耗
繕
消
修

代

費
費
地

究
却
賃

研
償
家

査
価
払

調
減
支

788,419
1,873,773
121,285
5,869,062
Q450,834
14,646,166
15,181,137
l Q208,659
2,588,634
80,442
18,447
1,804,855
242,700
353,306
8,684,129
46,196,409
15,341,968
339,237
6,476,087
11,466,811
293,017
9,247,135
5,748
8〔XD,808
165,169,068

費
費
　
　
費
費

利
生
　
　
経
伝

福
厚
　
　
他
宣
費

与
定
利
　
　
の
告
際

賞
法
福
　
　
そ
広
交

22,890,000
5,828,000
6,631,156
394331
35,743,487

1,043,131
130,613
80,867
1,706,916
24,724

(2)

人件費計



陽個□

鰹囲
日会□
支払手数料
支払保険料
証轟蘭□
減価償却費
支払家賃地代

173,150
2,201,794
12,144
143,800
974,153
2,506,850
845,413
l Q297889
480,CЮ0
474,338
4,639,CЮ0
1,503,189
36,364
27274,335

田□

日間四
租税公課
業務委託料

経常費用計
当期経常増減額

Ⅲ経常外収益
受取利息
雑収入

画時罰E口

税引前当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

息利
失
払
損
支
雑

その他経費計
管理費計

経常外収益計

経常外費用計

9808
708,158

5577,213
a013,099

388,377,1
383,927,527



2022(R4)年 度 (第25期) 貸借対照表
2023年 5月 31日

1 流動資産
現金

三菱UFJ銀行
三菱UFJ銀行 (グローバルスクール専用)
三菱UFJ銀行 (体眠預金助成金)
多摩信用金庫

多摩信用金庫 (グループホーム専用)
多摩信用金庫 (継続支援B型 0移行支援専用)
多摩信用金庫 (休眠預金助成金)

多摩信用金庫 (休眠預金助成金)
西武信用金庫
三井住友銀行

郵便貯金

郵便振替□座

未収入金 (寮費)

立替金 (寮生立替金)

前払金 (ガソリン代プリペードカード)
仮払金 (エアコン新規入替工事手付金雇用保険料)

流動資産計

2固 定資産
(1)有形固定資産
建物 (本部施設。第2センター(GH)。 第3センター)

建物付属設備

構築物

車輌運搬具(11台 )

什器備品(寮備品)
土地(本部 0第 2センター(GH)・ 第3センター)

有形固定資産計

(2)無形固定資産
電話加入権

ソフトウエア (ひきサポサイトリニューアル

無形固定資産計

(3)投資その他の資産
敷金 (支所賃貸敷金)

出資金(西武信金・多摩信)

保証金 (支所賃貸保証金)

保証料

預託金 (車両リサイクル料)

(4)繰延資産
契約料 (支所賃賞契約料)

繰延資産

固定資産合計

資産合計

1,931,365
10,632,026
1,360,594
379,167
153,694,636
2,896,222
269。 118
1,201,959
6,735,492
6,087,166
876,275
7407,270
1

4,427,621
1

1

流動負債

短期借入金

未払金(給与・固定資産税)

預り金 (職員所得税・住民税)

未払消費税

固定負債

長期借入金

268,821,1
38,61
21
1,468,741
5907,51
19251

53,336

60,αЮ,∝Ю

35,387,288
1,466,013
9,263,200

,21

Ⅱ 負債の部

218793,31

1

16,1

匠 藍証正副 106,116,501



多摩信用金庫借入金 (第 3センター建設費含 )
日本政策金融公庫 (本部エアコン新規入普。二寮外壁修繕費

その他の借入金

固定負債合計

負債合計

204,435229

Ⅲ 正味財産の部
正味財産

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

●00,441,「 OU

386.644,527

745.086.257

2,717,000
388,377,126
-4,449,599



1 重要な会計方針
計算書類の作成は、

特定非営利活動法人青少年自立援助センター

NRЭ法人会計基準によっています。

棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

固定資産の減価償却の方法
建物/定額法・建物付属設備/定率法・構築物/定率法・車両運搬具/定率法・機械装置/定率法・什器備品/定率法・什器備品 (リース物件)定額法 0保証金及び保証料/
定額法

引当金の計上基準
該当なし

施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

消費税等の会計処理
税抜方式

(1)

(2)

(3)

(4)

(6)



2.事 業別損益の状況

巨ヨロ
□目寵覇配Iヨ
□彊

田コ憂騒 合計

351,000
1,824,039

4965611
41,125,008
12_Ran_76n

127,2CЮ ,228
2,442,309

フアミリーサポー
ト事業

10,148071

351,000
1,824039
386,287228
202,026,819
バ110n7_9A4

2.175.(

ンター (けるん)
る就

団証 EEヨ

35408,851
93,08301

165,782782
408,334

102,728,043
6,029,400
15,079,265

228(Ю1000
5,828,000
6,631,156
304_331

44,792,671
7,002,300
6,734,540
337_023

66,953,443
2,985,900
7515371
106.07,

00,191,251
0

5,75Э,717
90_7'8

0
0

370,074,956
23,746,100
49αDl,466
1_187_668

RA_74R_4Я7 77_-7R6 123_947_R14 4R_R〔〕4_5R7 44461 01GЮ

81819
5,687,565
2,509,729
867,496
171,837
61Q521
11,463443
293,017
4,041,779
5,748

1

1

974,153

640,612
11

2,31
9,458,974
21

171

24,
173,1

12,1
1

845,413

1,043,131
130,613

1,503,189
3Q3C14

2,160,134
1,108,674
7,349,231

18,447
379,542

2201,

382,884
354,705
3,000
9Ю7,237
1,768,238
824,254
13,000
1,CЮ3728
19341
0
0

116,095
0
0

141024
8975,535
3,137,729
0
0
0
0

3,066,663
0
0

5,700
557,099
0

927,173
1,362,509
2,923342
84890
1,669,247
30,924
12,200
0

643,808
17,650
172713
699,911
22,572,240
7,522,016
92,800
1,909
0
0
4,545
0
0

0
211,357
0

456,893
410,699
1,422,964
12,596,170
2,649,649
61,022
12,862
0

28,100
37,270
0

1,486,705
2265,179
1,709,653
38,000
484,665
2059
0

56,000
0
0

0
0
0

300,894
125856
175,392
21860
177,641
0
4,000
0

70,600
0
0
0

2,920,926
135,384
36,000
5,300,765
0
0

1,410,546
0
0

1,198719
18,982,018
46,676,409
15,81Q306
4,978,237
6,476,087
11466,811
293,017
10,750,324

1

1

9&

18,

2200,51

12227

2,600,
1841

2,

2,

42,11

566,71
lQl

251

667,002
0

0
110,000
4,000
1,116731
161
1

1

1

1

788,419
2916,904

,7_774_■ 3ら Ff■ 17~7^:R68 39^Я【
~X〕
_676 70_3〔〕7_380 192_443_4f

AR 017_R99 1`‐p o4Rcr〕ヮ 6ワ_5R4_lRR 54_544_451

人件費
給料手当
賞与
法定福利費
福利厚生費
人件費計
その他経費
運送費
広告宣伝費
交際費
旅費交通費
通信費
消耗品費
修繕費
水道光熱費
新聞図書費
諸会費
寄付金
支払手数料
支払保険料
調査研究費
滅価償却費
支払家賃地代
賃僣料
租税公課
教育生活指導料
給食費
行事費
業務委託料
雑費
外注費
その他経費計

(2)

科目

Π

倒江Ⅱ冊

‐・２・３・４・５・噸脚①
鶴
経

会費
寄付
受取委託費
事業収益
その他 (助成金・補助金)

-60_842_了 X3 -50_1〔〕9_ら 15 31_36了Rl 7_947_676 66_657_了 36 17_〔受
=6_〔
X 7_719_959 5477_747



3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがつて使途が制約されていない正味財産は   円です。

4.

Iいγ劉 監高
「
1 1=h■品言NI月

該当なし

|いκN い1:「 ■二■■1 Lil:1:i饉11:Lil 巴1:!:hガ ,I「1 「 1:し■■■11 |:=E=ヨ

該 当 藩 :′

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

[さ ]二 | l:1'7ξ ] 卜馬ヨ月

11215233
1,05Э,000
3,395,2CЮ
9〔X),168

278,260,982
44,671,401
268219
2202,640
4916,781
92,517,904

272,420
229,734

855,832

278260,982
44,671,401
268219
2202,640
7389,750
192,517,904

272,420
2,654,554

11,215233
1,000,000
3,465,400
53,336
99^RFVう

9,439,840
6,055,114
50,213
733,899
1,482,240

364,882

268,821,142
38,616,287
2180Ю6
1,468741
59Ю7,510
192,517904

272420
2,289,672

11,215233
1,000,000
3,465,400
53,336
99_RFマn

4_967
`Rl凩

R_RR9

(1)有形固定資産

建物付属設備 (本部施設設備)

構築物 (本部施設周辺構築物)

車 輌 運 搬 具 (11台 )
什器備品(寮備品)
土地 {本部・

=豪
・第3センター)

(2)無形固定資産
電話加入権
ソフトウエア・HP作成贅
(3)投資その他の資産
敷金 (支所賃賞敷金)
出資金(西武僣金。多摩信)

預託金 (車両リサイクル料)~司
覇〒
~~~~~~~~~

金
料
証
約
保
契

0



7.役 員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

内役員及び返親煮
″め
"Rl

日ヨ

,6ク _3ク5,,0
∈扉函IttD

日T旧囲n
F正ヨir可ヨ珊 252.32〔■229

,てXX)ICκⅨ)

8

事業費と管理■の波分方法
部門別に処理しており、捜分すべき費用はない
その他の事業に係る資産の状況



2022年度 団日□国

里 何 :円

1 流動資産
現金
三菱UFJ銀行
三菱UFJ銀行 (グローバルスクール専用)
三菱UFJ銀行 (体眠預金助成金)
多摩信用金庫
多摩信用金庫
多摩信用金庫
多摩信用金庫
多摩信用金庫
西武信用金庫
三井住反銀行
郵便貯金
郵便定額貯金
未収入金 (寮費)
立替金 (寮生立替金)
前払金 (ガソリン代プリペードカード)
仮払金 (エアコン新規入替工事手付金0雇用保険料)

流動資産計

2固 定資産
(1)有形固定資産
建物 (本部施設・第2センター(GH)・ 第3センター)

建物付属設備
構築物
車輌運搬具(11台 )
什器備品 (寮備品)
土地(本部・第2センター(GH)・ 第3センター)

有形固定資産計
(2)無形固定資産
電話加入権
ソフトウエア (ひきサポサイトリニューアル

無形固定資産計
(3)投資その他の資産
敷金(支所賃貸敷金)
出資金(西武信金・多摩信)
保証金 (支所賃貸保証金)
保証料
預託金 (車両リサイクル料)

投資その他の資産計
(4)繰延資産
契約料 (支所賃貸契約料)

繰延資産
固定資産合計

資産合計

2

流動負債
短期借入金
未払金(給与・固定資産税・コピー機リース料)

預り金 (職員所得税・ 住民税)
未払消費税

流動負債合計

固定負債
長期借入金
多摩信用金庫僣入金(第 3センター建設費含)
日本政策金融公庫 (本部エアコン新規入薔 。二寮外壁修贈費

その他の借入金
固定負債合計
負債合計

(グループホーム専用)
(継続支援B型・移行支援専用)
(体眠預金助成金)
(体眠預金助成金)

1,931,365
lQ632,026
1,360,594
379,167
153,694,636
2,896,222
269,118
1,201,959
6,735,492
Q087,166
876,275
7407,270
129,822
4427,621
1,664,844
9509

19,090,230

Ⅱ 負債の部
1

268,821,142
3861Q287
218006
1,468,741
5,907,510
192,517904

272,420
2,289,672

11,215,233
1,050,000
3,465,400
297,440
99,〔3[XЭ

53,336

60,000,000
35,387,288
1,466,013
9,263,200

218,793,316

507,549,590

2562,092

16,127,923

53,336

106,1l Q501

204,435,229
43,89Q000



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

五重ヨ里当型量重瞳Lと青少年自立援助センター

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

1 理事

コウノヒサタダ 令和4年 6月 1日

令和5年 5月 31日

令和4年 6月 1日

令和5年 5月 31日河野 久忠

2 理事

クドウヒメコ 令和4年 6月 1日

令和5年 5月 31日

令和4年 6月 1日

令和5年5月 31日工藤 姫子

Ｏ
Ｊ 理事

タキカワシュウソ
゛
ウ 令和4年 6月 1日

令和5年 5月 31日

令和4年6月 1日

令和5年 5月 31日瀧川 修三

五

ュ 理事

t 2 t.tv= 令和4年 6月 1日

令和5年5月 31日

年  月  日

年  月  日夜久 晴子

ｒ
Ｏ 理事

イノウエゲンキ 令和4年 6月 1日

令和5年 5月 31日

年   月   日

年  月  日井上 源喜

6 理事

クドウツヨシ 令和4年 6月 1日

令和5年 5月 31日

年 月

月

日

日年工藤 剛

7 理事

クロサワサ トル 令和4年 6月 1日

令和5年 5月 31日

年  月  日

年  月  日黒澤 悟

8 理事

マツダトシア 令和4年 6月 1日

令和5年5月 31日

年  月  日

年  月  日松田 敏明

9 理事

ヤスタケ トオル 令和4年 6月 1日

令和5年5月 31日

年

年

月   日

月 日安武 徹

10 監事

ヤクヒロミ
 

令和4年 6月 1日

令和5年 5月 31日

年

年

月   日

月 日夜久 弘美



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

盤塑!墾囲1理塑塾童坐壺墨醒地上Z量:二

氏   名

久保田税理士事務所

久保田 昌章

2 井上 源喜

3 松田 敏明

4 芋田川 克己

5 吉村 昇司

6 吉澤 正仁

7 草川 哲生

□ 株式会社ミライエ

9 荻野 慎二

10 石田 健倫

荒木 賢一

12 平野 直彦




